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ロジックモデルシート（平成27年度実績評価）
消費生活センター

H27 H31 H36
98.8 99.0 99.0

消費生活相談の解決
率（解決した件数/消
費生活相談件数）

【成果指標・実績値・目標値】

A

（単位　％）

B

消費生活に係るトラブ
ルを抱えている市民が
救済される。③　計量行政推進事業

多重債務者の任意整理に要する資金や消費
者訴訟に要する費用を融資するための原資を
提携金融機関に預託することにより，消費者救
済資金貸付事業を実施し，多重債務者の生活
再建及び消費者トラブルの解決に努め消費者
救済を図る。

【実施内容】

【進捗状況】 上記実施内容について，計画通り実施した。

上記実施内容について，計画通り実施した。

計量法に基づき，スーパーマーケット等の計量
関係事業者に対して立入検査を実施したり適
正計量の意義について広く市民に啓発したり
することにより，消費生活における市民の利益
を確保する。

【事業概要】

・住民への啓発イベント（計量記念行事）
・スーパーマーケット等への量目立入検査
・メーカー密封商品の試買検査
・計量法に基づく台帳等の立入検査
・計量実務担当者研修会の実施

【実施内容】

計量法に基づく特定
市として，適正計量
の確保・推進のた
め，スーパーマー
ケット等の計量関係
事業者に対して立入
検査を実施する

融資を受けた市民の
多重債務が整理され
る

年度当初，市から提
携金融機関へ資金を
預託する

預託金を原資として
提携金融機関から融
資を受けた消費者信
用生活協同組が，債
務整理資金と生活再
建資金を市民に融資
する

スーパーマーケット
等の計量関係事業
者における適正計量
の確保・推進が図ら
れる

市民が，適正計量に
関して意識するよう
になる

スーパーマーケット
等の計量関係事業
者が立入検査を受け
る

【進捗状況】

事業所の計量実務
担当者研修会を実施
する

事業所の計量実務
担当者が研修会に
参加する

スーパーマーケット
等の計量関係事業
者の適正計量に係る
改善等が実施される

⑥

安全・安心な暮らしの確保【別紙】

小施策

【対象】
市民

【意図】

【事業担当課】

【進捗状況】 上記実施内容について，計画通り実施した。

・消費者被害が起きた場合の対応（電話，面接
による消費生活相談／事業者，関係者とのあっ
せん交渉等／弁護士による消費生活法律相
談）
・消費者被害の予防及び早期発見（出前講座，
広報紙等による啓発）

・市から提携金融機関へ資金を預託
・提携金融機関が預託金の４倍（生活再建資金
は同額）を消費者信用生活協同組合へ融資
・消費者信用生活協同組合が債務整理資金等
として市民に融資する。
・貸付事業紹介のリーフレットの作成

【実施内容】 ・電話，面接による消費生活相談
・事業者，関係者とのあっせん交渉等
・弁護士による消費生活法律相談
・出前講座，広報紙等による啓発

①　消費者行政推進事業

事業名

【事業概要】

【事業費】

（単位　　）

H27 H31 H36
【事業費】

【事業担当課】

【進捗状況】

【実施内容】

C

（単位　　）

H27 H31 H36

【事業担当課】

⑤

【事業概要】

【進捗状況】

【事業費】

【進捗状況】

【実施内容】

【事業費】

【事業担当課】

④

【事業概要】

【事業概要】

【実施内容】

小施策
主管課名

消費者トラブルが解
決される

市民の消費生活の
自立が図られる

弁護士による消費生
活法律相談を実施す
る

市民が，消費者トラ
ブル解決に向けて法
律家とともに方向性
を見出す

消費生活相談窓口を
開設し，市民（盛岡
広域を含む）の消費
生活相談に対応する

市民（盛岡広域を含
む）が消費生活上の
問題に消費生活セン
ターとともに取り組む

消費者の安全安心が確保さ
れる

施策コード 8 施策名

小施策コード 8-7 小施策名 消費者の自立支援

46,815千円

事業概要等

消費者の生活再建が図
られる

消費者の経済的自立が図ら
れる

事業所の計量実務
担当者の計量実務
に関する知識やスキ
ルが向上する

市民が，計量表示の
正確性など適正計量
の意義について理解
する

市民が適正計量の
意義について啓発を
受ける

市民に対して適正計
量の意義について啓
発を行う

【事業担当課】 消費生活センター

【事業費】 3,323千円

消費者被害の予防
及び早期発見につい
て，出前消費者講
座，広報誌等による
啓発を行う

市民が，消費者被害
の予防及び早期発
見について，啓発を
受ける

消費者被害の予防
及び早期発見が図ら
れる

消費生活における市民の
利益が確保される

消費生活センター

【事業費】 155,041千円

【事業担当課】 消費生活センター

②　消費者救済資金貸付事業

【事業概要】
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